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(3) 市町村教育委員会 

 

問 1 貴教育委員会名 省略 

 

問 2  

貴市町村教育委員会では、外国人児童生徒を対象とした、放課後や休日等の日本語学習

支援を実施していますか。 

 (N=54) 

 

問 2で「① 実施している」と回答した教育委員会 

◆主な３事業について、事業名・事業内容 

 

(n=6) うち無回答 2 件  

① 実施している, 6, 

11.1%

② 実施していない（実施

予定なし）, 48, 88.9%

③ 現在は実施してい

ないが、開始年度等

具体的な実施開始

計画がある, 0, 

0.0%

④ 実施を検討してい

る, 0, 0.0%

事業名 事業内容

日本語指導が必要な子どもの学習支援協働事業
日本語習得のための系統的な支援を行い、児童生徒の学力や適応力を高め、将来自立した

市民となる補助的な支援を行うことを目的とする。

学習支援委託事業（夏休み宿題教室） 町立小中学校に在籍する外国籍の児童生徒を対象に、夏休みの宿題の指導を行う。

外国にルーツを持つ子供に対する就学支援事業 不就園・不就学・不登校の外国にルーツを持つ子供に対して就学・登校・学習支援を行う

プレスクール
小学校就学前の日本語が不十分な外国人幼児等に対し、公立小学校に入学するために必

要な生活適応指導、日本語指導を行う。
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問 2で「② 実施していない（実施予定なし）」と回答した市町村 

◆実施してない（実施予定なし）理由 

 

(n=48) うち複数回答 1 件、無回答 1 件 

 

問 2で「② 実施していない（実施予定なし）」かつ「エ その他」と回答した教育委員会 

◆具体的な理由 

 (n=7) 

  

ア 必要性はあるが、

予算確保が難しい, 

22, 45.8%

イ 必要性はあるが、委託

先・補助先団体の

確保が難しい, 6, 12.5%

ウ 必要性を感じてい

ない, 13, 27.1%

エ その他, 7, 

14.6%

国際交流協会が実施しているため。：2件

対象の児童生徒がいないため。：2件

ＮＰＯ法人が実施しているため。

放課後の日本語学習支援に関しては、首長部局　多文化共生担当課が行っているため。

他課が実施している。

予算や人材の確保が難しい。
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問 3【複数回答】 

放課後や休日等の日本語学習支援に関連する事業について、予算の財源と予算額 

財源内訳は省略 
 

●予算額  

 

（① 市町村独自財源：n=4、②国の交付金・補助金：n=1、県の補助金：n=1) 

 

問 4【複数回答】 

貴教育委員会では、貴市町村内で活動をしている子ども向け地域日本語教室について

把握していますか。 

 

(1) 地域日本語教室の存在について 

 (N=54) 

  

予算額/財源名 ① 市町村独自財源 ② 国の交付金・補助金 ③ 県の補助金

1～1,000千円 1 1 1

1,001～5,000千円 3 0 0

5,001～30,000千円 1 0 0

計（事業数） 5 1 1

① 把握している, 

12, 22.2%

② ある程度把握して

いる, 14, 25.9%③ あまり把握してい

ない, 11, 20.4%

④ 把握していない, 

17, 31.5%



51 

(2) 地域日本語教室の活動内容について 

 (N=54) 

 

問 5 

放課後や休日等の日本語学習支援に関して、連携している団体・機関ならびに連携内

容をご回答ください。 

  

(N=54) うち無回答 1 件  

① 把握している, 8, 

14.8%

② ある程度把握して

いる, 12, 22.2%

③ あまり把握してい

ない, 16, 29.6%

④ 把握していない, 

18, 33.3%

① 連携している, 

15, 28.3%

② 連携していない, 

28, 52.8%

③ 分からない, 10, 

18.9%



52 

問 5で「① 連携している」と回答した教育委員会 

◆連携の内容 

 (n=15) 

 

問 5で「② 連携していない」と回答した教育委員会 

◆連携していない理由 

 
(n=28)  

1

4

9

8

3

2

0

0 1 2 3 4 5 6 7 8 9

ア 補助金・助成金

イ 事業委託

ウ 児童生徒へ団体主催の日本語教室を紹介

エ 情報交換・意見交換会

オ 児童生徒や保護者の相談対応

カ 会場の提供・優先予約等

キ その他

放課後や休日等の日本語学習支援を実施していないため。：6件

連携できる団体を把握していないため。：5件

児童生徒対象の団体がないため。：2件

対象の児童生徒がいないため。：2件

教育委員会以外が対応しているため。：3件

連携をする機会がなかったため。：2件

予算がない。：2件

日本語指導が必要で、在籍している児童生徒数が多くないため。

人材の確保が難しい。

事業を進めていないため、連携を考えていない。

連携している実績がない。

活動している団体とのつながりがない。

現在の実施状況に特に問題がないため。

教育委員会の中で支援を充実させているため。


